
Ⅰ
豊
か
な
自
然
　
活
力
あ
る
農

村
　
未
来
に
向
け
て
発
展
す

る
ま
ち
づ
く
り

　

農
業
に
つ
い
て
は
、
国･

県
の
動
向
を
注

視
し
つ
つ
関
係
機
関
と
の
連
携
強
化
を
図

り
、
農
家
が
安
心
し
て
確
実
に
再
生
産
が

可
能
と
な
る
よ
う
、
国
の
掲
げ
る
「
農
政

新
時
代
」
や
「
農
業
競
争
力
強
化
プ
ロ
グ

ラ
ム
」
に
基
づ
く
各
種
支
援
施
策
を
積
極

的
に
導
入
・
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

農
業
基
盤
の
強
化
に
つい
て
は
、
時
代
に

即
し
た
農
業
生
産
力
の
向
上
を
図
り
、
多

面
的
機
能
支
払
交
付
金
事
業
や
畑
か
ん
施

設
の
更
新
事
業
に
よ
り
、
施
設
の
保
全
管

理
お
よ
び
長
寿
命
化
を
図
り
ま
す
。
本
年

か
ら
新
た
に
農
家
の
収
入
減
少
を
補
て
ん

す
る
収
入
保
険
制
度
の
加
入
推
進
を
図
る

た
め
保
険
料
の一部
を
助
成
し
、
農
家
の
経

営
安
定
に
努
め
ま
す
。

　

茶
業
の
振
興
に
つい
て
は
、
産
地
体
制
の

強
化
を
図
る
た
め
、
茶
業
経
営
の
合
理
化

や
ス
マ
ー
ト
農
業
の
推
進
に
よ
る
省
力
化
な

ど
と
併
せ
て
、
市
場
性
の
高
い
多
種
多
様

な
茶
づ
く
り
や
、
海
外
を
視
野
に
入
れ
た

有
機
栽
培
茶
の
生
産
拡
大
な
ど
を
推
進
し

て
い
き
ま
す
。「
知
覧
茶
」
の
ブ
ラ
ン
ド
力

に
よ
る
新
た
な
販
売
戦
略
や
お
茶
文
化
の

継
承
な
ど
総
合
的
に
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

畜
産
業
の
振
興
に
つい
て
は
、
施
設
な
ど

基
盤
の
整
備
お
よ
び
優
良
種
畜
の
確
保
に

よ
る
収
益
性
の
向
上
に
努
め
、
競
争
力
の

あ
る
環
境
整
備
を
推
進
し
ま
す
。

Ⅱ
魅
力
と
活
力
に
あ
ふ
れ

　
　
に
ぎ
わ
う
ま
ち
づ
く
り

　

商
工
業
の
振
興
に
つい
て
は
、
商
工
業
者

の
育
成
・
経
営
安
定
化
を
図
り
、
消
費
者

ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
魅
力
あ
る
店
舗
づ
く
り

や
買
い
物
弱
者
対
策
に
取
り
組
み
、
地
元

購
買
の
定
着
に
努
め
ま
す
。

　

川
辺
仏
壇
産
業
の
振
興
に
つい
て
は
、
組

織
の
活
性
化
に
努
め
、
新
た
な
工
芸
品
な

ど
の
開
発
、
販
路
対
策
お
よ
び
「
も
の
づ

く
り
体
験
活
動
」
を
支
援
し
ま
す
。

　

企
業
立
地
の
推
進
で
は
、
新
た
な
雇
用

の
場
の
確
保
や
地
域
資
源
を
活
か
し
た
企

業
誘
致
活
動
に
努
め
ま
す
。

　

観
光
の
振
興
に
つ
い
て
は
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ

ク
、
イ
ン
ス
タ
グ
ラ
ム
な
ど
の
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活

用
し
て
情
報
発
信
を
行
う
と
と
も
に
、
広

域
連
携
に
よ
る
誘
致
活
動
を
効
率
的
か
つ

効
果
的
に
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

体
験
型
観
光
の
推
進
に
つい
て
は
、
教
育

旅
行
誘
致
活
動
に
取
り
組
み
、
住
宅
宿
泊

事
業
法
の
活
用
に
よ
る
宿
泊
施
設
の
拡
充

に
も
努
め
て
い
き
ま
す
。

　

国
内
交
流
で
は
、
北
九
州
市
な
ど
と
の

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
を
充
実
さ
せ
な
が

ら
、
観
光
や
教
育
分
野
で
の
交
流
推
進
を

図
って
い
き
ま
す
。

Ⅲ
人
と
物
が
行
き
交
い
快
適
で

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り

　

道
路
は
、
市
民
の
日
常
生
活
に
最
も
身

近
な
生
活
基
盤
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
計
画

的
に
整
備
・
補
修
を
行
い
、
地
域
住
民
と

の
協
働
に
よ
り
維
持
管
理
を
行
って
い
き
ま

す
。
ま
た
、
重
要
な
幹
線
道
路
で
あ
る
国

道
・
県
道
の
整
備
に
つ
い
て
も
、
国
お
よ
び

県
に
積
極
的
に
働
き
か
け
を
行
い
、
整
備

平
成
31
年
度
施
政
方
針
（
抜
粋
）

　

平
成
31
年
度
は
、
平
成
27
年
度
に

策
定
し
た
南
九
州
市
創
生
総
合
戦
略

の
計
画
期
間
の
最
終
年
度
を
迎
え
、

こ
れ
ま
で
念
願
で
あ
っ
た
光
ブ
ロ
ー
ド

バ
ン
ド
整
備
事
業
の
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
事
業
に
３
年
間
か
け
て
取
り
組
ん

で
い
き
ま
す
。
情
報
通
信
技
術
の
発

展
は
目
覚
ま
し
く
、
企
業
誘
致
、
産

業
振
興
、
移
住
定
住
促
進
、
子
育
て

支
援
へ
の
影
響
は
大
き
く
、
情
報
通

信
基
盤
整
備
は
将
来
都
市
像
で
あ
る

「
人
と
自
然
が
共
生
す
る　

活
気
あ

ふ
れ
る　

住
み
よ
い
ま
ち　

南
九
州

市
」
の
実
現
に
は
欠
か
せ
な
い
社
会

資
本
で
あ
る
と
認
識
し
て
お
り
、「
住

み
た
い
・
住
み
続
け
た
い
ま
ち
」
と
思

わ
れ
る
よ
う
な
活
気
あ
ふ
れ
る
南
九

州
市
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

南九州市長
塗木　弘幸
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促
進
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　

市
営
住
宅
に
つい
て
は
、
牧
之
内
団
地
の

敷
地
造
成
、
住
宅
建
替
え
な
ど
の
事
業
を

計
画
的
に
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

移
住
・
定
住
の
促
進
に
つ
い
て
は
、
住
宅

の
取
得
な
ど
に
対
す
る
助
成
や
空
き
家
バ
ン

ク
な
ど
を
活
用
し
た
住
居
の
相
談
体
制
の

充
実
を
図
り
、
情
報
の
効
果
的
な
発
信
に

努
め
て
い
き
ま
す
。

　

情
報
通
信
基
盤
の
整
備
に
つい
て
は
、
市

内
に
お
い
て
光
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
サ
ー
ビ
ス
が

提
供
さ
れ
て
い
な
い
地
域
へ
の
整
備
を
計
画

的
に
進
め
て
い
き
ま
す
。

Ⅳ
安
全
で
安
心
し
て
住
み
や
す
い

ま
ち
づ
く
り

　

環
境
保
全
対
策
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
導
入
や
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
の
推
進

に
努
め
、
生
活
環
境
の
向
上
お
よ
び
公
衆

衛
生
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
ご
み
の
分
別
の

徹
底
、
排
出
量
の
削
減
を
推
進
し
て
い
き

ま
す
。

　

南
薩
地
区
衛
生
管
理
組
合
「
新
広
域
ご

み
処
理
施
設
」
建
設
に
つい
て
は
、
構
成
４

市
で
連
携
し
な
が
ら
取
り
組
ん
で
い
き
ま

す
。

　

生
息
域
を
拡
大
し
て
い
る
ヤ
ン
バ
ル
ト
サ

カ
ヤ
ス
デ
対
策
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
家

屋
侵
入
防
止
薬
剤
の
購
入
に
対
す
る
支
援

を
行
って
い
き
ま
す
。

　

消
防
・
防
災
体
制
の
充
実
に
つ
い
て
は
、

指
宿
南
九
州
消
防
組
合
と
連
携
の
も
と
、

消
防
団
や
自
主
防
災
組
織
の
活
性
化
を
図

り
ま
す
。
ま
た
、
防
災
行
政
無
線
や
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
を
活
用
し
て
、
緊
急
情
報

な
ど
迅
速
な
伝
達
に
努
め
ま
す
。

Ⅴ
み
ん
な
で
支
え
合
い
　
い
き
い

き
と
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま

ち
づ
く
り

　

地
域
保
健
・
医
療
の
充
実
に
つ
い
て
は
、

南
九
州
市
健
康
増
進
計
画
を
指
針
と
し
て

各
種
保
健
事
業
な
ど
を
展
開
し
、
市
民
の

健
康
づ
く
り
を
支
援
し
ま
す
。

　

平
成
30
年
度
策
定
の
「
い
の
ち
を
支
え

る
南
九
州
市
自
殺
対
策
計
画
」
を
本
市
の

各
種
事
業
と
融
合
し
て
実
践
し
、「
誰
も

自
殺
に
追
い
込
ま
れ
る
こ
と
の
な
い
社
会
」

の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。

　

子
育
て
支
援
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
は
、

出
生
祝
金
の
支
給
、子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
、

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
な
ど
の

環
境
整
備
、
子
ど
も
医
療
費
の
助
成
や
児

童
手
当
な
ど
の
支
給
に
よ
る
経
済
的
負
担

の
軽
減
を
図
り
、
子
育
て
に
関
す
る
情
報

提
供
や
相
談
体
制
の
充
実
を
図
る
た
め
、

利
用
者
支
援
事
業
に
も
取
り
組
み
ま
す
。

ま
た
、
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
育
て
ら

れ
る
よ
う
に
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

地
域
福
祉
社
会
の
充
実
に
つい
て
は
、
市

民
主
体
の
地
域
福
祉
を
積
極
的
に
進
め
、

市
民
と
社
会
福
祉
団
体
な
ど
の
協
働
に
よ

る
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
に
努
め
て
い

き
ま
す
。

Ⅵ
心
の
豊
か
さ
と
創
造
力
を
育

む
教
育
・
文
化
の
ま
ち
づ
く
り

　

学
校
教
育
の
充
実
に
つい
て
は
、
確
か
な

学
力
の
定
着
を
図
る
た
め
に
、
個
に
応
じ

た
き
め
細
か
な
指
導
を
展
開
し
、「
基
礎
・

基
本
」
の
確
実
な
習
得
と
社
会
で
生
か
す

こ
と
が
で
き
る
学
力
の
育
成
を
図
り
、
ま

た
、
保
護
者
や
地
域
と一体
と
な
っ
た
組
織

的
な
生
徒
指
導
を
推
進
し
、
道
徳
教
育
の

充
実
を
図
り
な
が
ら
、
不
登
校
・
い
じ
め

問
題
解
消
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

学
校
教
育
施
設
な
ど
の
整
備
に
つ
い
て

は
、
計
画
的
に
実
施
し
ま
す
。

　

特
に
、
小
中
学
校
へ
の
空
調
整
備
事
業

は
、
早
期
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
が
で
き
る
よ
う

事
業
の
進
捗
を
図
る
と
と
も
に
、
老
朽
化

し
た
既
存
校
舎
の
大
規
模
改
修
工
事
を
計

画
的
に
実
施
し
ま
す
。

Ⅶ
み
ん
な
で
創
る
協
働
と
自
立

の
ま
ち
づ
く
り

　

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
充
実
に
つ
い
て

は
、
地
区
公
民
館
を
中
心
に
自
治
会
や
地

域
の
企
業
・
団
体
が
連
携
し
た
地
区
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構

築
し
、
地
区
全
体
で
支
え
合
う
共
生
・
協

働
の
地
域
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に
、
集

落
支
援
員
に
よ
る
モ
デ
ル
地
区
の
育
成
と

活
動
の
検
証
を
行
い
な
が
ら
、
他
の
地
区

へ
の
普
及
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

　

行
政
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
第
２

次
行
政
改
革
大
綱
に
基
づ
き
、
行
政
改
革

を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

財
政
運
営
に
つ
い
て
は
、
持
続
可
能
な

財
政
基
盤
の
確
立
に
向
け
た
財
政
構
造
改

革
を
推
進
し
、
財
政
調
整
基
金
の
取
り
崩

し
に
極
力
依
存
し
な
い
自
立
し
た
財
政
構

造
の
確
立
を
図
り
ま
す
。
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　歳出を目的別に見ると、最も大きな割合を占める
のが、市民の皆さんが安心して暮らすための福祉の
充実などに使われる民生費です。前年度に対し0.6
ポイントの減となりましたが、全体の33.2％を占め
ています。
　次に多いのは総務費で前年度に対し2.9ポイント
の増で全体の15％を占めていますが、光ブロード
バンド整備事業などへの取り組みによるものです。
　以下は公債費、教育費、農林水産業費、衛生費、土
木費、消防費の順となっています。

一　般　会　計　２15億4,6００万円   （対前年度比＋2.0％）
特別・企業会計　１27億1,734万9千円（対前年度比△2.1％）

　南九州市の平成31年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび長期財政計画（平成29年度策定）
に基づき、長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けら
れた諸施策を確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に平成31年度は「高度情報
化社会に対応した情報通信基盤の整備」や、昨年度に引き続き、「子ども・子育て環境の充実」、「学校教育施設
の整備」などに予算の重点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比2.0％、4億2,700万円増の215億4,600万円となりました。また、一般会計と5つの
特別会計および企業会計（水道事業会計）を合わせた予算総額は、342億6,334万9千円で、前年度比0.5％、1億
5,616万7千円の増額となりました。

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の68.8％を占めています。依存財源のうち、最も多い
ものは、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の33.9％を占めており、以下、国庫
支出金、県支出金、市債（借金）の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の16.9％を占め
ています。寄附金の主なものはふるさと寄附金によるもので、前年度に対して2.3ポイントの増加となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が
最も多く、全体の50.1％を占めていま
す。前年度に対して1.9ポイントの減で、
公債費、人件費の減によるものです。
　道路や学校施設の整備など「投資的経
費」と呼ばれる経費は全体の11.3％とな
り、前年度に対し1.1ポイントの減となりま
したが、頴娃地区統合中学校の整備事業
が完成したことなどによるものです。
　全体の15.0％を占める物件費について
は、前年度に対し2.3ポイント増となりまし
た。これは、ふるさと寄附金事業費やス
クールバス運行経費の増によるものです。

市税
36億5,115万円
（16.9%）

地方交付税
72億9,700万円
（33.9%）

歳 入
215億

4,600万円

国庫支出金
25億8,817万円
（12.0%） 県支出金

22億70万円
（10.2%）

市債　
15億9,280万円
（7.4%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

歳 出
215億

4,600万円

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

市民1人当たりが負担する市税

※金額は、平成31年2月28日現在の住基
人口（35,356人）で計算しています。（鉱産
税、国有資産等所在市町村交付金は除く。）

市民1人当たりに使われるお金

※金額は、平成31年2月28日現在の住基人口（35,356人）で計算しています。

固定資産税
55,974円

民生費
202,294円

市たばこ税
5,658円

教育費
61,044円

農林水産業費
52,553円

土木費
39,484円

公債費
62,702円

消防費
27,780円

その他
23,319円

総額101,930円 総額609,401円

比　較
平成30年度平成31年度区　分

増減額 増減率
2.0％
△1.8％
△3.8％
△1.9％
0.7％
△6.9％
△2.1％
△5.1％
△0.5％

4億2,700万円
△2億1,020万円
△2億2,800万円
△1,050万円
3,640万円
△520万円
△290万円

△6,063万3千円
△1億5,616万7千円

211億1,900万円
117億9,510万円
59億5,000万円
5億5,210万円
50億8,030万円

7,540万円
1億3,730万円

11億9,308万2千円
341億718万2千円

215億4,600万円
115億8,490万円
57億2,200万円
5億4,160万円
51億1,670万円

7,020万円
1億3,440万円

11億3,244万9千円
342億6,334万9千円合　計

一般会計
特別会計
　　国民健康保険事業特別会計
　　後期高齢者医療特別会計
　　介護保険事業特別会計
　　農業集落排水事業特別会計
　　公共下水道事業特別会計
水道事業会計

市民税
36,099円

軽自動車税
4,199円

総務費
91,276円

衛生費
48,949円

依存財源
148億1,382万円
（68.8%）

自主財源
67億3,218万円
（31.2%）

繰入金　11億7,807万円（5.5%）
使用料および手数料　4億1,458万円（1.9%）
寄附金　9億350万円（4.2%）

繰越金　2億円（0.9%）
分担金および負担金　1億8,625万円（0.9%）
諸収入　1億1,697万円（0.5%）
財産収入　8,166万円（0.4%）

地方譲与税　3億600万円（1.4%）
自動車取得税交付金　2,200万円（0.1%）
地方特例交付金　1,100万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,061万円（0.1%）
交通安全対策特別交付金　750万円（0.0%）
配当割交付金　592万円（0.0%）
利子割交付金　416万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　596万円（0.0%）

地方消費税交付金
7億6,200万円
（3.6%）

扶助費
46億3,607万円
（21.5%）

人件費
39億5,169万円
（18.3%）

公債費
22億1,689万円
（10.3%）

繰出金
24億1,542万円
（11.2%）

物件費
32億3,123万円
（15.0%）

補助費等
21億1,686万円
　（9.8%）

   普通建設
   事業費

24億2,602万円
（11.3%）

投資的経費
24億3,106万円（11.3%）

その他の経費
83億1,029万円
（38.6%）

災害復旧費
504万円（0.0%）

積立金 4億696万円（1.9%）
維持補修費 1億2,946万円（0.6%）
その他 1,036万円（0.1%）

平成31年度当初予算を市民１人当たりに換算すると…

会計別の当初予算額
平成31年度当初予算の歳入歳出状況

〈目的別歳出の状況（一般会計）〉

民 生 費
総 務 費
公 債 費
教 育 費
農林水産業費
衛 生 費
土 木 費
消 防 費
商 工 費
議 会 費
諸 支 出 金
予 備 費
災害復旧費

71億5,231万円（33.2％）
32億2,717万円（15.0％）
22億1,689万円（10.3％）
21億5,828万円（10.0％）
18億5,806万円（8.6％）
17億3,065万円（8.0％）
13億9,599万円（6.5％）
9億8,218万円（4.6％）
2億2,981万円（1.1％）
1億7,241万円（0.8％）
4億 721万円（1.9％）
1,000万円（0.0％）
504万円（0.0％）

71憶3,128万円（33.8％）
25億6,211万円（12.1％）
23億5,990万円（11.2％）
25億 414万円（11.9％）
18億6,675万円（8.9％）
17億3,833万円（8.2％）
12億7,016万円（6.0％）
10億7,866万円（5.1％）
2億 242万円（1.0％）
1億7,493万円（0.8％）
2億1,528万円（1.0％）
1,000万円（0.0％）
504万円（0.0％）

平成31年度区　分 平成30年度平成31年度　南九州市当初予算

義務的経費
108億465万円
（50.1%）



5 〚広報〛 　平成31年4月号

　歳出を目的別に見ると、最も大きな割合を占める
のが、市民の皆さんが安心して暮らすための福祉の
充実などに使われる民生費です。前年度に対し0.6
ポイントの減となりましたが、全体の33.2％を占め
ています。
　次に多いのは総務費で前年度に対し2.9ポイント
の増で全体の15％を占めていますが、光ブロード
バンド整備事業などへの取り組みによるものです。
　以下は公債費、教育費、農林水産業費、衛生費、土
木費、消防費の順となっています。

一　般　会　計　２15億4,6００万円   （対前年度比＋2.0％）
特別・企業会計　１27億1,734万9千円（対前年度比△2.1％）

　南九州市の平成31年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび長期財政計画（平成29年度策定）
に基づき、長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けら
れた諸施策を確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に平成31年度は「高度情報
化社会に対応した情報通信基盤の整備」や、昨年度に引き続き、「子ども・子育て環境の充実」、「学校教育施設
の整備」などに予算の重点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比2.0％、4億2,700万円増の215億4,600万円となりました。また、一般会計と5つの
特別会計および企業会計（水道事業会計）を合わせた予算総額は、342億6,334万9千円で、前年度比0.5％、1億
5,616万7千円の増額となりました。

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の68.8％を占めています。依存財源のうち、最も多い
ものは、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の33.9％を占めており、以下、国庫
支出金、県支出金、市債（借金）の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の16.9％を占め
ています。寄附金の主なものはふるさと寄附金によるもので、前年度に対して2.3ポイントの増加となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が
最も多く、全体の50.1％を占めていま
す。前年度に対して1.9ポイントの減で、
公債費、人件費の減によるものです。
　道路や学校施設の整備など「投資的経
費」と呼ばれる経費は全体の11.3％とな
り、前年度に対し1.1ポイントの減となりま
したが、頴娃地区統合中学校の整備事業
が完成したことなどによるものです。
　全体の15.0％を占める物件費について
は、前年度に対し2.3ポイント増となりまし
た。これは、ふるさと寄附金事業費やス
クールバス運行経費の増によるものです。

市税
36億5,115万円
（16.9%）

地方交付税
72億9,700万円
（33.9%）

歳 入
215億

4,600万円

国庫支出金
25億8,817万円
（12.0%） 県支出金

22億70万円
（10.2%）

市債　
15億9,280万円
（7.4%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

歳 出
215億

4,600万円

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

市民1人当たりが負担する市税

※金額は、平成31年2月28日現在の住基
人口（35,356人）で計算しています。（鉱産
税、国有資産等所在市町村交付金は除く。）

市民1人当たりに使われるお金

※金額は、平成31年2月28日現在の住基人口（35,356人）で計算しています。

固定資産税
55,974円

民生費
202,294円

市たばこ税
5,658円

教育費
61,044円

農林水産業費
52,553円

土木費
39,484円

公債費
62,702円

消防費
27,780円

その他
23,319円

総額101,930円 総額609,401円

比　較
平成30年度平成31年度区　分

増減額 増減率
2.0％
△1.8％
△3.8％
△1.9％
0.7％
△6.9％
△2.1％
△5.1％
△0.5％

4億2,700万円
△2億1,020万円
△2億2,800万円
△1,050万円
3,640万円
△520万円
△290万円

△6,063万3千円
△1億5,616万7千円

211億1,900万円
117億9,510万円
59億5,000万円
5億5,210万円
50億8,030万円

7,540万円
1億3,730万円

11億9,308万2千円
341億718万2千円

215億4,600万円
115億8,490万円
57億2,200万円
5億4,160万円
51億1,670万円

7,020万円
1億3,440万円

11億3,244万9千円
342億6,334万9千円合　計

一般会計
特別会計
　　国民健康保険事業特別会計
　　後期高齢者医療特別会計
　　介護保険事業特別会計
　　農業集落排水事業特別会計
　　公共下水道事業特別会計
水道事業会計

市民税
36,099円

軽自動車税
4,199円

総務費
91,276円

衛生費
48,949円

依存財源
148億1,382万円
（68.8%）

自主財源
67億3,218万円
（31.2%）

繰入金　11億7,807万円（5.5%）
使用料および手数料　4億1,458万円（1.9%）
寄附金　9億350万円（4.2%）

繰越金　2億円（0.9%）
分担金および負担金　1億8,625万円（0.9%）
諸収入　1億1,697万円（0.5%）
財産収入　8,166万円（0.4%）

地方譲与税　3億600万円（1.4%）
自動車取得税交付金　2,200万円（0.1%）
地方特例交付金　1,100万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,061万円（0.1%）
交通安全対策特別交付金　750万円（0.0%）
配当割交付金　592万円（0.0%）
利子割交付金　416万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　596万円（0.0%）

地方消費税交付金
7億6,200万円
（3.6%）

扶助費
46億3,607万円
（21.5%）

人件費
39億5,169万円
（18.3%）

公債費
22億1,689万円
（10.3%）

繰出金
24億1,542万円
（11.2%）

物件費
32億3,123万円
（15.0%）

補助費等
21億1,686万円
　（9.8%）

   普通建設
   事業費

24億2,602万円
（11.3%）

投資的経費
24億3,106万円（11.3%）

その他の経費
83億1,029万円
（38.6%）

災害復旧費
504万円（0.0%）

積立金 4億696万円（1.9%）
維持補修費 1億2,946万円（0.6%）
その他 1,036万円（0.1%）

平成31年度当初予算を市民１人当たりに換算すると…

会計別の当初予算額
平成31年度当初予算の歳入歳出状況

〈目的別歳出の状況（一般会計）〉

民 生 費
総 務 費
公 債 費
教 育 費
農林水産業費
衛 生 費
土 木 費
消 防 費
商 工 費
議 会 費
諸 支 出 金
予 備 費
災害復旧費

71億5,231万円（33.2％）
32億2,717万円（15.0％）
22億1,689万円（10.3％）
21億5,828万円（10.0％）
18億5,806万円（8.6％）
17億3,065万円（8.0％）
13億9,599万円（6.5％）
9億8,218万円（4.6％）
2億2,981万円（1.1％）
1億7,241万円（0.8％）
4億 721万円（1.9％）
1,000万円（0.0％）
504万円（0.0％）

71憶3,128万円（33.8％）
25億6,211万円（12.1％）
23億5,990万円（11.2％）
25億 414万円（11.9％）
18億6,675万円（8.9％）
17億3,833万円（8.2％）
12億7,016万円（6.0％）
10億7,866万円（5.1％）
2億 242万円（1.0％）
1億7,493万円（0.8％）
2億1,528万円（1.0％）
1,000万円（0.0％）
504万円（0.0％）

平成31年度区　分 平成30年度平成31年度　南九州市当初予算

義務的経費
108億465万円
（50.1%）


